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障害者の権利条約からみた特別支援教育―――合理的配慮とは何か？ 
大谷恭子 

 

Ⅰ これまでのプロセス 
２００６年１２月 第６１回国連総会において障害者権利条約 採択 

  ２００７年９月  日本政府による障害者権利条約への署名 

  ２０１１年８月  障害者基本法 改正 

  ２０１３年６月  障害者差別解消法 成立 （２０１６年４月 全面施行） 

  ２０１４年１月  障害者権利条約の批准書を国連に寄託 （２月１９日 効力発生） 

 

 

Ⅱ 条約における定義規定（第２条） 
「意志疎通」 言語、文字の表示、点字、触覚を使った意思疎通、拡大文字、利用しやす

いマルチメディア並びに筆記、音声、平易な言葉、朗読その他の補助的及

び代替的な意思疎通の形態、手段及び様式（利用しやすい情報通信機器を

含む。） 

「言語」   音声及び手話その他の形態の非音声言語 

「障害に基づく差別」障害に基づくあらゆる区別、排除又は制限であって、政治的、経済

的、社会的、文化的、市民的その他のあらゆる分野において、他の者との

平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を認識し、享有し、又は行使

することを害し、又は妨げる目的又は効果を有するものをいう。障害に基

づく差別には、あらゆる形態の差別（合理的配慮の否定を含む。） 

「合理的配慮」障害者が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を享有し、

又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、

特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過

度の負担を課さないもの 

 

 

Ⅲ インフォームドコンセント（第１５、２５条）と意思決定支援（第７条） 
 

第７条 障害のある児童 

1 締約国は、障害のある児童が他の児童との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由

を完全に享有することを確保するための全ての必要な措置をとる。 

2 障害のある児童に関する全ての措置をとるに当たっては、児童の最善の利益が主として

考慮されるものとする。 

3 締約国は、障害のある児童が、自己に影響を及ぼす全ての事項について自由に自己の意
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見を表明する権利並びにこの権利を実現するための障害及び年齢に適した支援を提供

される権利を有することを確保する。この場合において、障害のある児童の意見は、

他の児童との平等を基礎として、その児童の年齢及び成熟度に従って相応に考慮され

るものとする。 

 

第１５条 拷問又は残虐な、非人道的な若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰から

の自由 

1 いかなる者も、拷問又は残虐な、非人道的な若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑

罰を受けない。特に、いかなる者も、その自由な同意なしに医学的又は科学的実験を

受けない。 

2 締約国は、障害者が、他の者との平等を基礎として、拷問又は残虐な、非人道的な若し

くは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰を受けることがないようにするため、全ての効

果的な立法上、行政上、司法上その他の措置をとる。 

 

第２５条 健康 

 障害に基づく差別なしに到達可能な最高水準の健康を享受する権利を有することを認め

る。締約国は、障害者が性別に配慮した保健サービス（保健に関連するリハビリテーショ

ンを含む。）を利用する機会を有することを確保するための全ての適当な措置をとる。 

 （ｂ）障害者が特にその障害のために必要とする保健サービス（早期発見及び適当な場

合には早期関与並びに特に児童及び高齢者の新たな障害を最小限にし、及び防止

するためのサービスを含む。）を提供する。 

（ｃ）これらの保健サービスを、障害者自身が属する地域社会（農村を含む。）の可能な

限り近くにおいて提供すること。 

（ｄ）保健に従事する者に対し、特に、研修を通じて及び公私の保健に関する倫理基準

を広く知らせることによって障害者の人権、尊厳、自律及びニーズに関する意識

を高めることにより、他の者と同一の質の医療（例えば、事情を知らされた上で

の自由な同意を基礎とした医療）を障害者に提供するよう要請すること 

 

（参考）障害者基本法 第２３条 

１  国及び地方公共団体は、障害者の意思決定の支援に配慮しつつ、障害者及びその家

族その他の関係者に対する相談業務、成年後見制度その他の障害者の権利利益の保護等の

ための施策又は制度が、適切に行われ又は広く利用されるようにしなければならない。  

２  国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者からの各種の相談に総合

的に応ずることができるようにするため、関係機関相互の有機的連携の下に必要な相談体

制の整備を図るとともに、障害者の家族に対し、障害者の家族が互いに支え合うための活

動の支援その他の支援を適切に行うものとする。 



3 
 

Ⅱ 教育における必要な支援と合理的配慮（第２４条） 
 

第２４条 教育 

１．締約国は、教育についての障害者の権利を認める。締約国は、この権利を差別なしに、

かつ、機会の均等を基礎として実現するため、障害者を包容するあらゆる段階の教育

制度及び生涯学習を確保する。当該教育制度及び生涯学習は、次のことを目的とする。 

 

２．締約国は、１の権利の実現に当たり、次のことを確保する。 

(a)障害者が障害に基づいて一般的な教育制度から排除されないこと及び障害のある児童

が障害に基づいて無償のかつ義務的な初等教育から又は中等教育から排除されないこ

と。 

(b)障害者が、他の者との平等を基礎として、自己の生活する地域社会において、障害者

を包容し、質が高く、かつ、無償の初等教育を享受することができること及び中等教

育を享受することができること。 

(c)個人に必要とされる合理的配慮が提供されること。 

(d)障害者が、その効果的な教育を容易にするために必要な支援を一般的な教育制度の下

で受けること。 

(e)学問的及び社会的な発達を最大にする環境において、完全な包容という目標に合致す

る効果的で個別化された支援措置がとられること 

 

３ 締約国は、障害者が教育に完全かつ平等に参加し、及び地域社会の構成員として完全か

つ平等に参加することを容易にするため、障害者が生活する上での技能及び社会的な発

達のための技能を習得することを可能とする。このため、締約国は、次のことを含む適

当な措置をとる。 

(a) 点字、代替的な文字、意思疎通の補助的及び代替的な形態、手段及び様式並びに定位

及び移動のための技能の習得並びに障害者相互による支援及び助言を容易にすること。 

(b) 手話の習得及び聾社会の言語的な同一性の促進を容易にすること。 

(c)盲人、聾者又は盲聾者（特に盲人、聾者又は盲聾者である児童）の教育が、その個人

にとって最も適当な言語並びに意思疎通の形態及び手段で、かつ、学問的及び社会的

な発達を最大にする環境において行われることを確保すること。 

 

４ 締約国は、１の権利の実現の確保を助長することを目的として、手話又は点字につい

て能力を有する教員（障害のある教員を含む。）を雇用し、並びに教育に従事する専門

家及び職員（教育のいずれの段階において従事するかを問わない。）に対する研修を行

うための適当な措置をとる。この研修には、障害についての意識の向上を組み入れ、

また、適当な意思疎通の補助的及び代替的な形態、手段及び様式の使用並びに障害者
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を支援するための教育技法及び教材の使用を組み入れるものとする。 

 

５ 締約国は、障害者が、差別なしに、かつ、他の者との平等を基礎として、一般的な高

等教育、職業訓練、成人教育及び生涯学習を享受することができることを確保する。

このため、締約国は、合理的配慮が障害者に提供されることを確保する。 

 

 

 

Ⅲ 難聴児に対する合理的配慮とは 
 

 

 

（参考）障害者差別解消法 第７条 

１ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者

と不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去

を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重

でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、

年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配

慮をしなければならない。 

 

以上 


